
ＯＬＩＳ琉球大学保険フォーラム
＜デジタル社会が保険ビジネスを変える＞

～沖縄県における生保マーケットの将来～

（一社）生命保険協会 沖縄県協会 許斐英明

（このみ ひであき）



沖縄県の生損保加入率は、全国平均より大幅に低い。
加入率が高い県との比較から、その原因を探る

全国の生保加入率は漸減。しかし沖縄県では漸増。
その要因は何か。沖縄県が持つ潜在力とは。

今後、何に注力することが、
沖縄県の生保加入率を押し上げるのか



前提：保険加入の必要性について
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生保や地震保険・障害保険は主に自分と家族を守るリスクヘッジだが、
自動車・火災保険等は他人様へのリスクヘッジが含まれる。
損害賠償に対し責任が持てないこと、加入しないことは望ましくない。

家族を自分と同じくらいに大切に思うなら、特に子供が自立していな
い間は、預貯金だけではなく生命保険も活用して家族を守るべき。

生きてさえいれば必ず来る老後に、公的年金だけで向かうことはお勧
めできない。



都道府県別 自動車共済・自動車保険 対人賠償普及率
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出典：損害保険料率算出機構HP



都道府県別 一人当たり 生命保険加入（保有）金額
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出典：（一社）生命保険協会 年次統計資料



都道府県別 一人当たり 年金保険加入（保有）金額
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出典：（一社）生命保険協会 年次統計資料



属性別生保世帯加入率の状況・・・世帯年収は大きく影響する
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出典：（公財）生命保険文化センター平成30年度生命保険に関する全国実態調査
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沖縄県と富山県の比較

（人口比の）製造業従事者数：富山県は全国1位、沖縄県は全国最下位

差 100人あたり１７.42人の差

出典 :  都道府県別統計とランキングで見る県民性＜工業統計調査（経済産業省）＞
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産業別賃金 特に男性では、製造業とサービス業の賃金に差がある

出典 :  平成30年賃金構造基本統計調査（厚生労働省）
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沖縄県と富山県の比較

貯蓄現在高・・・富山県は沖縄県の3倍以上。
貯蓄年収比・・・沖縄県は富山県の約半分。全国平均の1/2で全国最下位。

出典 : *1/ H16/11 総務省統計局家計調査結果 *2/総務省統計局日本の統計H29



「金融リテラシー調査 2019年」
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「金融リテラシー調査 2019年」
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「金融リテラシー調査 2019年」 都道府県別正答率で沖縄県は最下位
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「ライフプラン」に関る金融リテラシーを計画的に向上させる必要有！

富山県

全国7位

平均54.4点

沖縄県

全国47位

平均46.6点

金融ﾘﾃﾗｼｰｸｲｽﾞ

5問の平均点

全国平均

52.6点



「金融リテラシー調査 2019年」
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＊沖縄県消費生活センター作成「くらしの情報誌がじまる」の出典：金融広報中央委員会「金融リテラシー調査 2019年」。



離職率 沖縄県が高い ⇒ キャリア計画を持たずに就職し、短期離職？
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沖縄県

富山県

出典 : 離職率都道府県ランキングー統計メモ帳



沖縄県新卒採用生の離職率は高卒(▲11.2P）大卒(▲9.2P)共に全国平均より高い
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◆沖縄県の新卒採用生の離職率が高い原因 ＜ 沖縄労働局 職業安定課 ＞
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○有効求人倍率は1を超えている。就職市場は活況。

○しかし、就職/求職準備をしていない「学生と企業」が相対的に多い。

○求人募集公開タイミングに求人募集を未実施の企業、内定タイミング
で、応募・求職活動未実施の学生も、それぞれ一定数存在。

○その後学生はバタバタと仕事を決め、就職後ミスマッチが解り
早期離職。

○求人募集公開前の早い段階で、就職についての業界研究や自己分析を
きちんと始めるべき。

【大学】3年次末の3/1~求人募集公開。（この時、労働局と大学に求人を出していない企業有）

4年次の6/1～選考開始。10/1～内定。

【高校】高3の7/1～求人募集公開。（この時、労働局と高校に求人を出していない企業有。）

9/16～選考開始

企業/学生には、人材募集のサイクルを周知
してもらう必要有。



産業構造＊に起因する賃金、貯蓄の低さ
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沖縄県の生損保加入率は、全国平均より大幅に低い。

金融リテラシ―教育不足から生じる資金準備不足
⇒緊急時に備えた資金確保、老後の生活費についての資金計画を立てる等の行動が少ない。

ライフプラン・キャリア計画等の、計画準備不足に起因
する早期離職等による賃金低下・家計不安定

（＊産業構造について、当講演ではこれ以上は触れません）



全国の生保加入率は漸減。しかし
沖縄県では漸増。

その要因は何か。沖縄県が持つ潜在力とは。



全年齢の生保加入率は漸減。しかし29歳以下の加入率はＶ字回復
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29歳以下



沖縄県の生保加入率は 漸増
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29歳以下

沖縄県の生保加入率＊

(＊前頁と同基準で計算）

2018年⇒ 58.7%

↑ V

2015年⇒ 54.3%

↑ V

2009年⇒ 53.4%

↑ V

2003年⇒ 45.8%

沖縄県



沖縄県・・・15歳未満人口ランキング、生産年齢人口は全国ＴＯＰクラス

22出典 : 都道府県別統計とランキングで見る県民性



信号機ない横断歩道で停車する割合 ⇒ 「教育県」長野が断トツ
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日本経済新聞 2019.12.16 27面

出典 : 日本自動車連盟（ＪＡＦ）2019年調査



沖縄県の一時停止率は全国ベスト８！ー（安全）教育が行き届いて定着する県民性ー

24出典 : 日本自動車連盟（ＪＡＦ）2019年調査



沖縄県民の郷土愛は全国一！

25出典 : 都道府県別統計とランキングで見る県民性ー「ブランド総合研究所」調査結果



全国の生保加入率は微減。しかし沖縄県では微増。
その要因は何か。沖縄県が持つ潜在力とは。

将来の保障中核層となる15歳未満の人口が全国一。

郷土愛が全国一。
Uターン人材が沖縄県の更なる発展に寄与し続ける。

沖縄県が持つ潜在力は全国一。
生損保マーケットの成長は十分期待できる。

教育は行き届く。また「学校で金融教育を行うべき」
と思っている人の割合も全国３位。
金融リテラシー教育、ライフプランやキャリア教育の
機会を、社会人になる前の学生に確実に設定すれば、
一時停止率のように好循環が始まることも期待できる。



今後
何に注力することが
沖縄県の生保加入率を
押し上げるのか



今後、何に注力することが、沖縄県の生保加入率を押し上げるのか
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社会人になる前に、全ての学生がライフプラン・キャリア計画・金融リテラ

シーの重要性と内容を理解する。学校・家庭でもそれを教える機会を増やす。

◇小・中・高・大学それぞれで、金融リテラシー知識を習得する機会を適宜設ける。
⇒（一社）生命保険協会では、若年層の金融リテラシーの向上を図るべく、小学生向けのマンガの作成を進めております。

マンガは全国の小学校等に寄贈するほか、電子版も作成予定です。

◇できれば中学生になったら、高校進学/大学進学、そしてそれぞれ卒業後はどう

いうキャリアを目指すか、将来どのような家計経済を構築することを望むか、

について、金融リテラシー知識を踏まえたライフプラン（希望・夢）を考えさせる。

キャリア計画の立案は社会に出る前に時間的余裕をもって確実に行い、永く

勤められる人を増やす。学生・企業共に、ユースエール制度を更に活用する。

◇学生

最遅でも、高卒後働く時は高2、大卒で働くときは大３でキャリアを考え始める。

（それでも残りたった約1年で決断しなければならなくなることを意識しながら、キャリアの検討を開始させる。）

学生に教える同一の内容は、親にも理解して貰う。

⇒学生時代から専門能力を磨く必要性も意識でき、就職先のミスマッチと早期離職・転職の繰り返し等

による賃金収入の低下を防ぎ、家庭円満にもつながる。

◇企業

求人募集公開タイミングを外さず、計画的に求人募集を行う。



ユースエール認定制度
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～沖縄県における生保マーケットの将来～
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金融リテラシー教育等を学生時代に確実に行うことにより、就職後永く勤め

収入を安定させるメリット等の知識（金融リテラシー）と、計画性（ライフプラン）

を備えた人材育成に注力する。

「まくとぅそうけー」の人事を尽くして、

「なんくるないさー」の天命を待つようにする。

ＧＲＩＴ

学生は社会に出る前にキャリア計画を立て、必要な資格取得等に努力する。
立案したその計画は、その後の（結果に対する）「不安」や「自分」に負けず
に、自分が立てた目標の達成に向かって少しずつ努力を積み重ねる。

安定した（家計）経済状況と正しい情報知識の下で、自分が必要と考える
生保・年金に加入し、その知識・計画性と行動が、親から子へ好循環する
サイクルが生まれるよう、社会がリードする。

以上の行動により、

沖縄県の生保マーケットの将来展望は大きく開ける。

苦難に耐え、自分に負けない
根性・気骨を培う。


